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2. 調査事項1. ラボラトリー用分析機器の俯瞰調査

2.1.  市場規模（非公開）
2.2. サプライヤー情報（非公開）
2.3.  分析機器分類ごとの市場比較（非公開）
2.4.  地域別分析機器の市場比較（非公開）
2.5.  中国市場の特徴（非公開）
2.6.  特許解析
2.7. 出典

【調査内容】
最先端技術の研究開発を支える分析機器について、公開情報に基づ

いて市場情報、サプライヤー情報等を俯瞰的に調査した。
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3.1. 調査目的・対象と概要
3.2. 日本
3.3. 米国
3.4. EU
3.5. ドイツ
3.6. スイス
3.7. 中国
3.8. 出典

3. 調査事項2. 分析機器に係る各国の取り組み実態調査
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3. 調査事項2. 分析機器に係る各国の取り組み実態調査
3.1.   調査目的・対象と概要

【調査目的】
調査対象とする分析機器を選定する際の要素の一つとして、主要国・地域の分析技術に関する政策を
調べる。分析機器に関する国家レベルでの政策が見当たらない場合は、国家・地域の主要な科学技術
機関について、分析機器に関する主要なプログラムを調べる。分析機器に関する主要なプログラムで特に
力を入れている分析機器を絞ることができない場合は、主要国・地域の科学技術に関する政策を調べ、
分析機器選定の際に考慮すべき材料とする。調査の対象期間は過去10～5年程度を目安に、それ以
降とした。調査については文献資料調査のほか、分析機器関係の団体、企業へのヒアリングも行った。

【調査対象国の選定】
日本のほか、名目GDPの大きいアメリカ、中国とEUを選んだ。さらに分析機器メーカーの世界売上げ上
位20社1)に含まれる会社が本社を置くドイツ、スイスを加えた。

【調査対象選定結果】
中国以外の国・地域では、国家の水準で具体的な分析機器に関する政策を見つけることはできなかった。
そこでそれぞれの国・地域の科学技術研究の資金提供に携わる代表的な機関について、分析機器に関
するプログラムを調べた。その結果、次頁の表に示すとおり、米国、ドイツ、スイスについては今回の調査目
的を満たすと考えられる事業を見出したため、それらを重要機器選定材料として採用することとした。日本、
EUについては適当な事業が見当たらなかったため、国家として注力しているテーマについて取り上げること
とした。なお中国については上記の調査目的に限らず、分析機器が関わると考えられる国家の政策を詳
細に調べた。



【各国・地域の科学技術研究の資金提供に携わる代表的な機関と分析機器に関係するプログラム】
アメリカ、ドイツ、スイスについては下表の赤枠で囲んだプログラムの機器を選定することとした。

3. 調査事項2. 分析機器に係る各国の取り組み実態調査
3.1.   調査目的・対象と概要



日本分析機器工業会からのヒアリングにより、分析機器業界に関し下記の情報が得られた。
各国の分析機器産業の概観※

（１）用途別:日本のラボ用機器市場規模は小さい。
・ラボ用（技術開発用機器含む）:国内生産額～約3,000億円
・他に医療用分析機器もある。

（２）プレイヤー:日本は中小・中堅企業が多い。輸出多いが、収益性低い。
①島津製作所:2800億円、②日本電子:850億円、③堀場製作所:360億円(FY2021)
cf) Thermo Fisher Scientific:8200億円

（３）各国政策動向:欧米中韓ともに分析機器への支援政策あり。
①欧州:⾧期的な観点から分析を含む研究基盤に投資している。

:億単位の高額な機器開発はEU全体で開発（例:1.2GHzNMR）。
②米国:欧州に追随の動きあり。国家予算で具体的に何を検討しているか把握出来てない。
③中国:医療用分析機器の国産化開始。ラボ用機器の国産化の可能性大。レベルもUP。
④韓国:政府が分析機器への支援の動きあり。日本の半導体関連輸出規制がきっかけ。

（４）分析機器産業の位置づけ:産業上重要であり、先進国が強い産業である。
（５）日本の競争力:市場やプレイヤは小さいが、技術力は高く、この面での競争力は高い。

10※日本分析機器工業会から2022年12月14日ヒアリングした情報をもとに㈱三菱ケミカルリサーチが作成
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AI技術、バイオテクノロジー、量子技術、マテリアル
第６期科学技術・イノベーション基本計画20)（2021年）
・「様々な社会課題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用」の中で、国家戦略の策定・
推進をすべきテーマとして、宇宙、海洋、環境エネルギー、健康・医療、食料・農林水産業と共に例示され
ている。基本計画の実行計画の2022年度版「統合イノベーション戦略202221)」では、「戦略的に取り組む
べき基盤技術」と位置づけられている。

・AI技術:「AI戦略202222)」の中で、「社会実装の充実」と「差し迫った危機への対処」が2大目標に掲げ
られている。

・バイオテクノロジー:「バイオ戦略202023)」において、2030年に世界最先端のバイオエコノミー社会を実
現し、2030年時点で総額92兆円の市場規模を目指すとしている。

・量子技術:「量子技術イノベーション戦略24)」（2020年）において、将来の経済・社会に変革をもたらし、
また安全保障の観点からも極めて重要な基盤技術と位置づけている。国直轄のプロジェクトや研究開発ファ
ンディング等を通じて、幅広い研究開発支援等を推進するとしている。

・マテリアル:「マテリアル革新力強化戦略25)」（2021年）において、AI戦略、バイオ戦略、量子技術イノ
ベーション戦略等の実現のためにはマテリアルの革新が不可欠とされ、経済発展と社会課題解決に寄与する
としている。パワーエレクトロニクスデバイス、高出力大容量蓄電池、バイオアダプティブ材料、超耐熱・
耐火材料など、多くの材料が例示されている。

【業界団体（JAIMA）からのヒアリング情報】
日本では、分析機器市場が小さいため国の補助金が出にくい状況にある。最近分析機器に対するファンドの例としては、
AMED（日本医療研究開発機構）による創薬研究のためのプロジェクトの中で、大型の分析機器購入に対する補助金があ
る。
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3.2.   日本

【国が力を入れている科学技術分野】





核磁気共鳴装置（NMR）
EUの代表的な研究計画「フレームワークプログラム」の第7次プログラム（2007-14年）下のテーマ
「BioNMR34)」（2010-14年）
・生体分子の構造決定等に有用なNMR装置を国境を超えたアクセスを可能とした（当時世界唯一の1GHz装置
を含む67の装置）。本プロジェクトに直接関連するものだけでも300の出版物が発行された。総資金はEU
からの約900万ユーロを含む約1,093万ユーロ。

・本プログラムのプラットフォームを活かし、現在欧州数カ所に1.2GHzのNMR装置が設置されつつある。

シンクロトロン放射光X線構造解析装置
EUの代表的な研究計画「フレームワークプログラム」の第7次プログラム（2007-14年）下のテーマ
「BioStructX35)」（2010-14年）
・EUの11の加盟国・関連国の19の研究機関をグループ化し、シンクロトロン放射光X線を用いたタンパク質
の構造解析を行う（高分子X線結晶構造解析、小角X線散乱、X線イメージング）。総資金はEUからの約900
万ユーロを含む約1,057万ユーロ。

現行の第9次フレームワークプログラム「Horizon Europe36)」（2021-27年）では、分析機器間のネット
ワーク化に注力している。

【業界団体（JAIMA）からのヒアリング情報】
・先進国では分析機器開発への直接投資よりも研究基盤整備を⾧期的に行う流れ。
・EU全体で1.2GHz高磁場NMRを開発するプロジェクトが10年くらい前から存在する。同様のプロジェクト
はおそらく他の機器でも存在する。

3. 調査事項2. 分析機器に係る各国の取り組み実態調査
3.4.   EU
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【地域の主要な科学技術機関の分析機器に関するプログラム】





耐性菌用抗菌薬42)、自動化43)、低分子活性化触媒44)、微生物叢活用45)、量子コンピュータ46)

国家戦略的に重要なテーマに関する⾧期的な研究プロジェクト16)（FY2020-23、延⾧あり）
・2020年に上記とデータサイエンスの計6テーマを採択。国立科学財団の助成金に加え、それ以外の資金源
（大学、プロジェクト参加者、企業）で運営される。

・耐性菌用抗菌薬:耐性菌の世界的な急増と拡散に対抗する。助成金は4年間で3,100万スイスフラン。
・自動化:エネルギーネットワーク、将来のモビリティシステム、産業プロセスへの適用を目指す。助成金は
4年間で2,600万スイスフラン。

・低分子活性化触媒:化学産業を再生可能な資源で支え、ゼロエミッション・カーボンニュートラルな社会へ
の移行に貢献する。助成金は4年間で3,900万スイスフラン。さらに国家インフラプロジェクトにより、
2023年以降稼働予定で大規模な研究施設（CAT+47)）を整備中。
・微生物叢活用:細菌感染症の治療や予防、植物生産性の向上及び環境衛生に貢献する。助成金は4年間で32
百万スイスフラン。

・量子コンピュータ:1,000以上の論理的量子ビットを持つ万能量子コンピュータを作る。助成金は4年間で
4,000万スイスフラン。また国家インフラプロジェクトで、2021-24年の期間で大規模な研究施設（HPCN-
2448)）を整備中。

感染症対策49)

緊急課題解決型の国家研究プログラム17)（2022年）
・国立科学財団の助成金で運営される。2022年は上記と動物実験代替50)の計2テーマを採択。
・新型コロナウイルスへの理解を深め、ワクチン、治療、診断の開発を加速させる。助成金は3年で1,400万
スイスフラン。

3. 調査事項2. 分析機器に係る各国の取り組み実態調査
3.6.   スイス
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【国家が力を入れている科学技術分野】








































































